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１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）・区民要望・ニーズの変化

施策 24 保健・医療施策の充実

主管部長（課） 健康部長（健康推進課）

関係部長（課）

健康部長（生活衛生課、保健予防課、城東
保健相談所、深川保健相談所、深川南部
保健相談所、城東南部保健相談所）、こど
も未来部長（子育て支援課）

安全で安心かつ質の高い医療体制を確保するとともに、区民がライフステージやライフサイクルに
応じた保健・医療サービスを受けられる環境が整備されています。

①保健・医療施設の整備・充実と
連携の促進

高まる在宅医療に対するニーズにこたえるため、医師会等関係団体と協力し、
在宅医療体制の充実を図るとともに、医療機関及び介護事業者等による連携を
推進します。また、診療所等に対する医療安全情報の提供や監視指導を推進す
るとともに、人口増加の著しい南部地域における保健施策の充実のため、保健
相談所の拡充を図ります。

②母子保健の充実

乳幼児の発育発達状況の確認、疾病や障害の早期発見、早期支援等、母子保健
の根幹となる施策を医療機関や療育機関等、関係機関との更なる連携強化によ
り確実に実施します。また、孤立した子育て等により育児支援を必要とする親
が多いことから、虐待予防の観点からも新生児産婦訪問の確実な実施、乳幼児
健診や発達相談等における専門相談の充実を図り、妊娠から一貫した母子保健
施策を推進します。

５年前から現在まで 今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

・平成26年6月医療介護総合確保推進法が施行され、高度
急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療
を、地域において効果的かつ効率的に提供する体制づくり
が求められている中、平成30年4月までに、すべての区市
町村が、医療と介護の連携事業を実施することとなった。
・平成26年医療法が改正され、地域にふさわしい病床の機
能分化・連携を推進していくため地域医療構想を策定する
こととなり、東京都では平成28年7月に策定された。
・区民は受けた医療や治療の内容について、気軽に相談で
きる窓口を求めている。
・東日本大震災以後、災害医療への関心が高まり、平成26
年に東京都の災害医療体制の見直しが図られた。
・平成26年3月、南部地域の人口急増に伴い高まる周産期
医療や小児医療のニーズに対応するため、女性とこどもに
やさしい病院として「昭和大学江東豊洲病院」を整備し
た。これにより、二次救急医療の提供や災害拠点病院とし
ての機能が確保された。
・南部地域の急速な開発等に伴い、出生数が増加するとと
もに、初産年齢の高齢化に伴い、低出生体重児等のハイリ
スク出産が増えている。
・核家族化等により孤立した子育て世帯に対し、妊娠期か
らの継続した支援が必要である。
・平成28年度から、妊婦健診にHIV抗体検査及び子宮頸がん
検診を追加した。
・発達障害者支援法により、発達障害の早期発見、適切な
発達支援、生活支援が求められている。

・今後高齢者等の増加に伴い、病院と地域の医療機関の
役割分担が進むことで、在宅療養に対するニーズが高ま
る。そのため、医師会等関係団体と協力した在宅医療体
制の充実が求められている。
・医療相談窓口に寄せられる相談の内容は、今後一層多
様化する。
・昭和大学江東豊洲病院のNICU(新生児集中治療室)及び
GCU(新生児回復治療室)において、高度な新生児・周産期
医療が提供され、ハイリスク妊婦への対応やNICU及びGCU
からの円滑な退院支援に向けた地域医療連携などのニー
ズが高まる。
・江東区の乳幼児数は南部地域を中心に増加傾向のまま
推移する。
・孤立して子育てをしている世帯に対し個々の状況に応
じた支援が必要とされ、切れ目ない母子保健施策が望ま
れる。
・発達障害児への発達支援や生活支援がより重要となっ
てくる。

３－２　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

現状値 目標値 指標
２６年度 ３１年度 担当課

95 ％ 70.2 69.6 72.8 75
健康推
進課

96 ％ 94.2
（25年度）

94.9 95.4 98
保健予
防課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策実現に関する指標の進展状況

　(2)　施策における現状と課題

　(3)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

４　施策実現に関する指標 単位 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

安心して受診できる医療機関が身近に
あると思う区民の割合

乳児（４か月児）健診受診率

※指標のうち、網掛けは長期計画（後期）から新たに追加、もしくは内容を変更したもの
【参考】26年度の指標値　指標96：95.4

２８年度予算 ２８年度決算（速報値） ２９年度予算 ３０年度予算

【指標95】安心して受診できる医療機関が身近にあると思う区民の割合は、横ばいで推移している。平成26年に開院
した昭和大学江東豊洲病院は26年11月東京都災害拠点病院、27年9月東京都指定二次救急医療機関、27年12月周産期
連携病院に指定されており、災害、救急、周産期に対応できる病院が区内にあることも区民の安心感につながっている
と考えられる。
【指標96】乳児（4か月児）健診受診率はほぼ横ばいであるが、これは外国籍や転入者の影響により、期限までに健診
が終了しない乳児が未受診となっているためである。未受診者に対し訪問等を通じ、個別受診勧奨を更に積極的に行い
目標値へ近づけていく。

トータルコスト 1,598,473千円

866,708千円

1,544,491千円

事業費 1,059,060千円 1,014,729千円

1,353,106千円

◆地域包括ケアシステムの構築を進めるにあたり、多職種の連携等、在宅療養を円滑に行える体制づくりを進める必要
がある。◆在宅医療に関する理解を促進するため、手引きの作成や区民学習会を開催している。◆区民からの医療相談
には、医療機関からの説明が理解できず悩んでいる相談や苦情がある。◆昭和大学江東豊洲病院では質の高い周産期医
療及び小児医療の提供、救急医療の提供や防災拠点病院としての機能が確保され、地域医療機関との連携も図られてい
る。◆平成28年度から、区内4保健相談所において専門職による妊婦への全数面接及び医療機関等での産後ケアを開始
し、妊娠期からの支援を充実させた。◆新生児・産婦訪問指導事業は、産後うつ病質問票の評価による産後うつの早期
発見や、児童虐待の早期発見に果たす意義が大きくなっている。◆乳児健診は、疾病や異常の早期発見のみならず、育
児支援や児童虐待の早期発見の場としても機能しており、核家族社会で果たす役割も大きくなってきている。◆発達障
害の問題が明らかになりやすいとされる1歳6か月児を対象とする健康診査受診票の大幅な改定により、必要な支援を
早期に開始できるようになった。また、学童期前までの母子保健対策をまとめた「母子保健事業の手引き」を作成し、
地域との連携がより確実なものになるよう努めている。

◆在宅医療の推進については、三師会・訪問看護ステーション等関係機関及び庁内連携を進め、地域包括ケアに資する
よう在宅医療の施策を展開していく。◆区民の理解促進については、区民学習会やシンポジウム等を通じて在宅医療に
ついて広く啓発していく。◆医療的ケア児の支援に関して、医師会と連携を図り小児の在宅医療を推進していく。◆医
療相談窓口に寄せられた相談や苦情を、医療機関を対象とした医療安全講習会で実例として挙げ、患者対応のさらなる
向上を促している。今後も継続して患者と医療機関との信頼関係の構築に努めて行く。◆昭和大学江東豊洲病院が地域
医療の拠点病院として区民の安全安心を確保できるように、病院運営協議会等で必要な意見を述べていく。◆全妊婦へ
の面接及び、産後の支援を通じ、出産・育児への不安を軽減し、安心して子育て出来る環境を整備していく。◆妊娠か
ら出産、育児と一貫した母子保健施策を推進していくため、妊婦面接、新生児訪問、乳幼児健診等の結果の効率的な活
用により、疾病の早期発見のみではなく子育て支援や産後うつ対策、児童虐待予防、発達障害児の早期発見・対応等に
取り組んでいく。◆発達障害児対策については、医療機関関係者や保育士、幼稚園教諭等を対象に実施してきた「発達
障害児対応研修会」を今後は保護者も対象に実施する。

人件費 539,413千円 486,398千円 529,762千円



≪参考≫　平成27年度　行政評価（二次評価）結果

平成28年度　行政評価（二次評価）結果

・区内の医療保健ネットワークが十分機能するよう、昭和大学江東豊洲病院と一次医療機関や保健所等とが十
分に連携し、実効性のあるネットワークづくりを推進する。【健康部】

・母子保健施策については、関係機関や他部署との連携を緊密にし、疾病の早期発見や母子の孤立化防止、児
童虐待予防等、妊娠から出産、育児と一貫した施策の推進に取り組む。【健康部】

・区内の医療保健ネットワークが十分機能するよう、昭和大学江東豊洲病院と一次医療機関や保健所等とが十
分に連携し、実効性のあるネットワークづくりを推進する。【健康部】

・母子保健施策については、関係機関や他部署との連携を緊密にし、疾病の早期発見や母子の孤立化防止、児
童虐待予防等、妊娠から出産、育児と一貫した施策の推進に取り組む。【健康部】

施策 24 保健・医療施策の充実

主管部長（課） 健康部長（健康推進課）

関係部長（課）

健康部長（生活衛生課、保健予防課、城
東保健相談所、深川保健相談所、深川南
部保健相談所、城東南部保健相談所）、こ
ども未来部長（子育て支援課）

これまでの取り組み状況

①

②

③ 母親栄養相談

取
り
組
み

4か月児健診時に母親に対して食事アンケートを提出してもらい、管理栄養士による個別のアドバイスを
郵送にて返却している。平成28年度実績4,554件　（例年96％以上実施）

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

昭和大学江東豊洲病院との運営協議

取
り
組
み

年2回の昭和大学江東豊洲病院の運営協議会に出席するほか、実務的に必要な際はその都度連絡を取
り合っている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

在宅医療連携推進事業

取
り
組
み

①在宅医療連携推進会議：在宅医療の取り組みを効果的に進めるため、区民や関係機関・関係職種で在
宅医療の推進策について検討を行う。　平成28年度実績：2回開催

②在宅医療相談窓口：自宅等で必要な医療が受けられるよう在宅医療に関する理解を促進するため、在
宅医療相談窓口を江東区医師会訪問看護ステーションに開設。　平成28年度実績：実数48件　専門相談7
件

③在宅医療多職種連携研修：医療介護関係者を対象にグループワークで、顔の見える関係をつくり、在宅
医療に関するスキルアップを図る。　平成28年度実績：2回開催

④病院職員訪問看護ステーション実習研修：病院職員が在宅医療の現場体験を通じて、スムーズな退院
支援の在り方等を学習する。研修先は医師会訪問看護ステーション。　平成28年度実績：前期（7～8月）
18名、後期（12～1月）23名　合計41名

⑤在宅医療の手引き：会議、研修会等での意見を取り入れ、在宅医療の理解を促進するための手引（江
東区在宅療養ガイドブック）を平成27年度作成。平成28年度より区民学習会で使用。

⑥区民学習会：平成28年度より、地域での中心となる民生委員等を対象に在宅医療の理解を促進するた
めの学習会を実施。　平成28年度実績：5回

⑦在宅医療後方支援病床確保事業：地域の医療機関の在宅等患者の急変時に、入院を必要とする際の
利用できる後方支援病床を確保する。　平成28年度実績：1,304件

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】



④

⑤

⑥ 母子保健における他部署や医療機関との連携

取
り
組
み

・保健相談所で行う「ゆりかご面接」において、妊婦への必要な支援をすみやかに行えるよう、庁内連携会
議を行い他部署との連携方法を確立した。
・区内医療機関及び江東区助産師会の助産師に委託している「産後ケア」事業の利用者について、実施
者からの報告書を確認し、支援の必要な方については保健相談所の保健師が継続して支援を行える体
制を整えた。
・委託健診（6‐7か月、9-10か月、1歳6か月児健診）実施医療機関において受診した際、発育・発達の遅
れや育児環境等に支援を要する乳幼児について、医療機関と保健相談所との連絡方法を確立した。
・年１回、各保健相談所において関係機関との地区母子連絡会を行っている。また、江東区母子保健連絡
協議会において、地区母子連絡会の報告及び地域の母子保健について報告及び意見交換を行ってい
る。
・医療機関へ、区における学童期までの母子保健対策をまとめた「江東区母子保健事業の手引き」を配付
し連携を図っている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

健診・相談事業

取
り
組
み

乳幼児健診（3‐4か月、6‐7か月、9-10か月、1歳6か月、3歳児健診）、育児相談事業を通して、乳幼児の
疾病の早期発見のみならず、育児不安の有無など子育て家庭の心身のリスクを把握している。支援の必
要な乳幼児や家庭には継続的に支援を行っている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

妊娠期からの切れ目ない子育て支援の充実

取
り
組
み

平成28年4月より保健師など専門職による妊婦への全数面接（ゆりかご面接）を、同6月から産後ケア事業
を開始した。ゆりかご面接で支援が必要な妊婦には、さらに個別の妊婦訪問・相談などの支援を行ってい
る。産後ケア事業は、宿泊型ケア、日帰りケア、乳房ケアの3種のサービスを提供し、産後の母体や乳児
に対するケアや育児相談などを行っている。その後は、新生児・産婦訪問、乳児健診へ支援をつなげ、妊
娠期からの切れ目ない子育て支援としている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

妊娠出産支援事業
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改

善
方

向

9
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
・
障

害
児

通
所

支
援

事
業

運
営

費
助

成
事

業
2
4
5
,2

3
5
2
3
1
,8

8
1
5
.8

%
維

持

障
害

者
総

合
支

援
法

に
基

づ
く
障

害
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

及
び

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く
障

害
児

通
所

支
援

事
業

を
区

内
で

運
営

す
る

社
会

福
祉

法
人

等
に

対
し

、
運

営
費

を
助

成
。 

ま
た

、
重

度
重

複
障

害
児

等
を

受
け

入
れ

て
い

る
障

害
児

通
所

支
援

施
設

に
対

し
て

は
、

併
せ

て
重

度
加

算
を

実
施

。 
助

成
対

象
施

設
数

（
分

室
含

）
：3

7
か

所

1
0

障
害

者
日

中
活

動
系

サ
ー

ビ
ス

推
進

事
業

2
6
0
,3

8
2
2
4
7
,7

5
5
5
.1

%
維

持

障
害

者
総

合
支

援
法

に
基

づ
く
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
を

実
施

す
る

た
め

の
運

営
費

を
助

成
。 

助
成

対
象

施
設

数
：3

3
か

所
 

ま
た

、
東

京
都

重
症

心
身

障
害

児
（
者

）
通

所
事

業
実

施
要

綱
に

基
づ

く
重

症
心

身
障

害
児

通
所

事
業

を
実

施
す

る
た

め
の

運
営

費
を

助
成

。
 

助
成

対
象

施
設

数
：4

か
所

1
1

障
害

者
常

設
販

売
コ

ー
ナ

ー
庁

内
出

店
事

業
1
,0

6
2
1
,0

6
2
0
.0

%
維

持
区

内
障

害
者

通
所

施
設

の
自

主
生

産
品

販
売

コ
ー

ナ
ー

「
る

ー
く
る

」
の

運
営

。 
出

店
場

所
：
区

役
所

2
階

フ
ロ

ア
、

総
合

区
民

セ
ン

タ
ー

2
階

ロ
ビ

ー
1
2

障
害

者
福

祉
大

会
事

業
2
,6

3
2
2
,6

3
2
0
.0

%
維

持
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
と

地
域

住
民

と
の

交
流

の
場

と
し

て
障

害
者

福
祉

大
会

を
開

催
。

1
3

リ
フ

ト
付

福
祉

タ
ク

シ
ー

運
行

事
業

2
8
,5

4
7
2
8
,5

4
7
0
.0

%
維

持
車

い
す

ご
と

乗
降

で
き

る
リ

フ
ト

付
福

祉
タ

ク
シ

ー
を

運
行

。 
利

用
料

金
：
実

車
料

金
（
普

通
車

タ
ク

シ
ー

運
賃

額
と

同
額

） 
利

用
者

数
：
障

害
者

3
,0

0
0
人

、
高

齢
者

4
,7

0
0人

1
4

福
祉

タ
ク

シ
ー

利
用

支
援

事
業

2
7
3
,5

2
9
2
7
6
,7

1
0

△
 1

.1
%

維
持

外
出

の
機

会
と

生
活

圏
の

拡
大

を
図

る
た

め
、

タ
ク

シ
ー

に
乗

車
で

き
る

利
用

券
を

支
給

。 
支

給
者

数
：6

,6
3
0人

（
自

動
車

燃
料

費
助

成
事

業
利

用
者

は
対

象
外

） 
助

成
限

度
額

：
月

額
3
,6

5
0
円

相
当

分

1
5

自
動

車
燃

料
費

助
成

事
業

2
2
,2

9
5
2
1
,6

8
1
2
.8

%
維

持

外
出

の
機

会
と

生
活

圏
の

拡
大

を
図

る
た

め
、

障
害

者
の

日
常

生
活

に
供

さ
れ

る
自

動
車

に
必

要
な

燃
料

費
の

一
部

を
助

成
。

 
助

成
対

象
者

数
：5

0
9人

（
福

祉
タ

ク
シ

ー
利

用
支

援
事

業
利

用
者

は
対

象
外

） 
助

成
限

度
額

：
月

額
3
,6

5
0
円

1
6

中
等

度
難

聴
児

補
聴

器
給

付
事

業
1
,3

7
0
1
,3

7
0
0
.0

%
維

持
身

体
障

害
者

手
帳

の
交

付
対

象
と

な
ら

な
い

中
等

度
難

聴
児

に
対

し
て

、
補

聴
器

購
入

に
要

す
る

費
用

を
給

付
。 

給
付

件
数

：5
件

1
7

障
害

者
（
児

）
施

設
安

全
対

策
整

備
費

補
助

事
業

5
7
,0

0
0
0

皆
増

新
規

区
内

の
障

害
者

（
児

）
施

設
の

防
犯

対
策

を
強

化
す

る
た

め
、

非
常

通
報

装
置

の
設

置
等

の
安

全
対

策
に

要
す

る
費

用
を

補
助

。
 

1
8

補
装

具
給

付
事

業
9
0
,7

3
3
9
0
,8

7
5

△
 0

.2
%

維
持

職
業

、
日

常
生

活
の

能
率

の
向

上
を

図
る

た
め

、
障

害
者

の
損

な
わ

れ
た

身
体

機
能

を
代

償
ま

た
は

補
完

す
る

た
め

の
用

具
を

給
付

。
 

給
付

品
目

：
車

い
す

、
装

具
等

1
6
種

目
 

給
付

件
数

：
成

人
7
8
0件

　
児

童
2
2
7件

1
9

移
動

支
援

給
付

事
業

2
4
6
,9

3
0
1
9
0
,8

5
6
2
9
.4

%
維

持
社

会
生

活
上

、
必

要
不

可
欠

な
外

出
及

び
余

暇
活

動
等

の
社

会
参

加
に

要
す

る
外

出
の

際
の

移
動

支
援

に
要

す
る

費
用

を
給

付
。

2
0

更
生

訓
練

費
給

付
事

業
1
,2

0
6
5
6
9
1
1
2
.0

%
維

持
施

設
内

で
行

わ
れ

る
授

産
等

の
訓

練
に

お
い

て
要

す
る

特
定

の
諸

雑
費

及
び

通
所

費
を

給
付

。

2
1

手
話

通
訳

者
派

遣
事

業
1
4
,7

6
3
1
4
,7

7
0

△
 0

.0
%

維
持

家
庭

生
活

・
社

会
生

活
に

お
け

る
意

思
疎

通
を

図
る

た
め

、
手

話
通

訳
者

を
派

遣
。 

派
遣

時
間

：
延

4
,1

2
4
時

間

2
2

要
約

筆
記

者
派

遣
事

業
1
,1

5
3
1
,1

5
3
0
.0

%
維

持
聴

覚
障

害
者

が
健

聴
者

と
の

意
思

疎
通

を
円

滑
に

す
る

た
め

、
要

約
筆

記
者

を
派

遣
。 

派
遣

時
間

：
延

2
1
1
時

間

2
3

自
動

車
改

造
費

助
成

事
業

1
,3

3
9
1
,3

3
9
0
.0

%
維

持

就
労

等
に

伴
い

自
動

車
を

取
得

す
る

際
に

、
そ

の
自

動
車

の
ア

ク
セ

ル
、

ブ
レ

ー
キ

等
の

改
造

が
必

要
な

場
合

の
自

動
車

改
造

費
を

助
成

。
 

助
成

件
数

：1
0
件

 
助

成
限

度
額

：1
3
万

3
,9

0
0円

2
4

自
動

車
運

転
教

習
費

助
成

事
業

6
6
0
6
6
0
0
.0

%
維

持
日

常
生

活
の

利
便

及
び

生
活

圏
の

拡
大

を
図

る
た

め
、

運
転

教
習

費
の

一
部

を
助

成
。 

助
成

件
数

：4
件

2
5

地
域

活
動

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

8
2
,2

4
0
8
0
,5

0
2
2
.2

%
維

持
地

域
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
行

わ
れ

る
創

作
活

動
・
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
等

の
活

動
、

生
産

活
動

の
機

会
の

提
供

等
に

要
す

る
経

費
の

給
付

及
び

施
設

の
運

営
に

係
る

支
援

。



　
※

 
は

主
要

ハ
ー

ド
、
 

は
主

要
ソ

フ
ト

事
業

を
表

す

事
　

業
　

概
　

要

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策

施 策 を 実 現

す る た め の

取 り 組 み ―

事
務

事
業

名
称

2
9

年
度

予
算

額
（

千
円

）

2
8

年
度

予
算

額
（

千
円

）

前
年

比
増

減
改

善
方

向

2
6

就
職

支
度

金
給

付
事

業
0
3
6

皆
減

廃
止

2
7

障
害

者
福

祉
セ

ン
タ

ー
管

理
運

営
事

業
2
8
7
,9

2
8
2
8
7
,9

9
0

△
 0

.0
%

レ
ベ

ル
ア

ッ
プ

施
設

の
管

理
、

通
所

事
業

、
地

域
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
を

行
う

福
祉

セ
ン

タ
ー

の
運

営
。 

通
所

定
員

：
生

活
介

護
5
4
人

、
就

労
継

続
支

援
2
6
人

2
9
年

度
は

、
防

犯
対

策
の

た
め

非
常

通
報

装
置

を
設

置
。

2
8

障
害

児
（
者

）
通

所
支

援
施

設
管

理
運

営
事

業
1
,1

3
7
,0

0
1
1
,1

6
2
,8

5
6

△
 2

.2
%

レ
ベ

ル
ア

ッ
プ

施
設

の
管

理
並

び
に

障
害

者
総

合
支

援
法

に
基

づ
く
生

活
介

護
、

就
労

継
続

支
援

及
び

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く
児

童
発

達
支

援
を

行
う

施
設

の
運

営
。
 

施
設

及
び

定
員

数
：
塩

浜
福

祉
園

（4
0
人

）
、

東
砂

福
祉

園
（3

0
人

）
、

亀
戸

福
祉

園
（6

0
人

）
、

あ
す

な
ろ

作
業

所
（6

0
人

）
、

第
二

あ
す

な
ろ

作
業

所
（6

5
人

）
、

こ
ど

も
発

達
セ

ン
タ

ー
（4

4
人

）
、

こ
ど

も
発

達
扇

橋
セ

ン
タ

ー
（4

1
人

） 
2
9
年

度
は

、
防

犯
対

策
の

た
め

非
常

通
報

装
置

を
設

置
。

 
2
9

東
砂

福
祉

プ
ラ

ザ
改

修
事

業
5
7
7
,1

8
4
3
4
7
,5

4
6
6
6
.1

%
維

持

老
朽

化
に

伴
う

建
物

及
び

付
帯

設
備

の
改

修
。 

2
7
年

度
　

実
施

設
計

 
2
8
年

度
　

仮
設

事
業

所
へ

の
移

転
、

改
修

工
事

 
2
9
年

度
　

改
修

工
事

、
本

事
業

所
へ

の
移

転
、

仮
設

事
業

所
解

体
工

事
 

総
事

業
費

：8
億

9
,1

0
3万

4
,0

0
0円

3
0

育
成

医
療

補
装

具
給

付
事

業
3
0
0
3
0
0
0
.0

%
維

持
1
8
歳

未
満

の
児

童
が

肢
体

不
自

由
に

係
る

治
療

用
補

装
具

を
着

装
し

た
場

合
の

費
用

を
助

成
。

1
0
5
,6

0
8
,6

5
6
1
0
4
,1

8
4
,4

9
7
1
.4

%

1
基

礎
年

金
事

業
4
,3

1
3
3
,4

1
1
2
6
.4

%
維

持

国
民

年
金

事
務

に
お

け
る

第
一

号
被

保
険

者
及

び
国

民
年

金
・
福

祉
年

金
受

給
者

に
対

す
る

事
務

。 
第

一
号

被
保

険
者

： 
6
万

2
,1

1
1
人

 
国

民
年

金
受

給
者

：1
0
万

1
,3

3
1人

 
福

祉
年

金
受

給
者

： 
  
  
　

 3
人

2
在

日
無

年
金

定
住

外
国

人
等

特
別

給
付

金
支

給
事

業
1
,6

3
0
1
,8

1
6

△
 1

0
.2

%
維

持
こ

れ
ま

で
の

国
民

年
金

制
度

の
経

緯
か

ら
、

障
害

基
礎

年
金

及
び

老
齢

基
礎

年
金

等
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

な
い

定
住

外
国

人
等

に
対

し
、

給
付

金
を

支
給

。
3

国
民

健
康

保
険

基
盤

安
定

繰
出

金
1
,3

0
1
,6

4
4
1
,2

5
7
,0

4
6
3
.5

%
維

持
保

険
料

軽
減

額
を

補
て

ん
す

る
た

め
の

国
民

健
康

保
険

会
計

へ
の

繰
出

金
。

4
保

険
者

支
援

分
国

民
健

康
保

険
基

盤
安

定
繰

出
金

7
4
5
,9

7
2
7
2
8
,5

7
1
2
.4

%
維

持
保

険
者

の
財

政
安

定
化

を
図

る
た

め
の

、
一

般
被

保
険

者
の

低
所

得
者

数
に

応
じ

た
、

国
民

健
康

保
険

会
計

へ
の

繰
出

5
旧

軍
人

及
び

戦
没

者
遺

族
等

援
護

事
業

3
8
8
3
8
8
0
.0

%
維

持
旧

軍
人

及
び

戦
没

者
遺

族
等

に
対

す
る

特
別

弔
慰

金
・
特

別
給

付
金

等
の

申
請

受
付

並
び

に
支

援
。

6
行

旅
死

・
病

人
取

扱
事

業
1
5
,8

0
3
1
3
,8

1
3
1
4
.4

%
維

持

行
旅

病
人

及
び

行
旅

死
亡

人
取

扱
法

並
び

に
墓

地
・
埋

葬
等

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
く
、

行
旅

死
亡

人
、

出
土

人
骨

の
処

理
及

び
行

旅
病

人
へ

の
対

応
。 

行
旅

死
亡

人
：1

0
件

 
引

き
取

り
者

の
な

い
死

亡
人

：6
0
件

 
出

土
人

骨
：3

件

7
婦

人
相

談
事

業
1
6
,1

0
7
1
5
,1

2
0
6
.5

%
維

持
売

春
防

止
法

、
配

偶
者

か
ら

の
暴

力
の

防
止

及
び

被
害

者
の

保
護

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
い

た
、

婦
人

相
談

員
の

設
置

及
び

活
動

。
 

8
中

国
残

留
邦

人
生

活
支

援
事

業
5
0
7
,9

7
0
5
0
2
,6

5
7
1
.1

%
維

持
中

国
残

留
邦

人
等

に
対

す
る

生
活

費
、

住
宅

費
、

医
療

費
、

介
護

費
等

の
給

付
及

び
地

域
生

活
支

援
事

業
を

行
う

中
国

残
留

邦
人

地
域

交
流

セ
ン

タ
ー

の
運

営
。

9
受

験
生

チ
ャ

レ
ン

ジ
支

援
貸

付
相

談
事

業
8
,5

3
6
8
,2

8
4
3
.0

%
維

持
東

京
都

社
会

福
祉

協
議

会
が

実
施

す
る

受
験

生
チ

ャ
レ

ン
ジ

支
援

貸
付

に
か

か
る

相
談

及
び

申
請

受
付

等
の

実
施

。

1
0

生
活

困
窮

者
自

立
相

談
等

支
援

事
業

5
5
,5

6
6
5
8
,7

1
7

△
 5

.4
%

維
持

生
活

保
護

に
至

る
前

の
段

階
に

お
け

る
支

援
と

し
て

、
総

合
相

談
窓

口
で

自
立

相
談

支
援

を
行

う
ほ

か
、

住
居

確
保

給
付

金
を

給
付

。
1
1

ま
な

び
サ

ポ
ー

ト
事

業
1
5
,1

6
9
1
5
,1

7
1

△
 0

.0
%

維
持

生
活

保
護

受
給

者
及

び
生

活
困

窮
者

世
帯

の
こ

ど
も

に
対

す
る

学
習

支
援

等
を

実
施

。
1
2

女
性

福
祉

資
金

貸
付

事
業

※
１

７
0
8
,1

0
4

皆
減

廃
止

（
事

務
事

業
統

合
）

1
3

臨
時

福
祉

給
付

金
事

業
1
,5

1
5
,5

6
3
1
,9

7
7
,8

7
9

△
 2

3
.4

%
維

持
消

費
税

率
の

8％
へ

の
引

上
げ

に
よ

る
影

響
を

緩
和

す
る

た
め

、
低

所
得

者
に

臨
時

福
祉

給
付

金
を

給
付

。
1
4

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
基

盤
安

定
繰

出
金

7
5
8
,9

9
2
7
2
5
,2

5
6
4
.7

%
維

持
保

険
料

軽
減

額
を

補
て

ん
す

る
た

め
の

後
期

高
齢

者
医

療
会

計
へ

の
繰

出
金

。
1
5

老
人

医
療

運
営

事
業

0
5
0
0

皆
減

廃
止

（事
業

終
了

）

1
6

入
院

助
産

事
業

1
9
,6

0
4
2
2
,1

1
3

△
 1

1
.3

%
維

持
妊

婦
の

分
娩

費
等

を
助

成
。
 

対
象

件
数

：3
9
件

2
7
0
3
健

康
で

文
化

的
な

生
活

の
保

障



　
※

 
は

主
要

ハ
ー

ド
、
 

は
主

要
ソ

フ
ト

事
業

を
表

す

事
　

業
　

概
　

要

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策

施 策 を 実 現

す る た め の

取 り 組 み ―

事
務

事
業

名
称

2
9

年
度

予
算

額
（

千
円

）

2
8

年
度

予
算

額
（

千
円

）

前
年

比
増

減
改

善
方

向

1
7

家
庭

・
ひ

と
り

親
相

談
事

業
2
6
,8

6
6
1
1
,6

8
0
1
3
0
.0

%
維

持
日

常
生

活
に

お
け

る
家

庭
相

談
、

母
子

・
父

子
相

談
、

母
子

及
び

父
子

福
祉

資
金

の
貸

付
け

。
1
8

生
活

保
護

事
務

9
5
,4

4
0
9
2
,5

1
4
3
.2

%
維

持
生

活
保

護
事

業
の

運
営

に
係

る
事

務
。 

1
9

入
浴

券
支

給
事

業
3
4
,0

0
7
3
9
,3

9
7

△
 1

3
.7

%
維

持
公

衆
浴

場
で

利
用

で
き

る
共

通
入

浴
券

を
年

1回
支

給
。

 
支

給
対

象
者

数
：
大

人
1
,3

1
0人

、
中

人
1
0
人

2
0

就
労

促
進

事
業

3
4
,3

6
9
3
5
,5

4
2

△
 3

.3
%

維
持

就
労

支
援

員
を

活
用

し
た

就
労

支
援

を
実

施
す

る
ほ

か
、

就
労

意
欲

の
低

い
受

給
者

等
に

対
し

て
、

就
労

準
備

支
援

事
業

を
実

施
。
 

2
1

生
活

自
立

支
援

事
業

1
6
,2

4
2
1
6
,2

4
2
0
.0

%
維

持
精

神
疾

患
の

専
門

家
に

よ
る

、
精

神
疾

患
等

に
起

因
す

る
地

域
生

活
上

の
課

題
に

関
す

る
相

談
、

通
院

・
入

院
等

へ
繋

げ
る

た
め

の
支

援
及

び
利

用
可

能
な

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

情
報

の
提

供
。

2
2

生
活

保
護

事
業

2
0
,4

8
2
,6

0
8
2
0
,2

6
2
,5

7
2
1
.1

%
維

持
被

保
護

者
に

対
す

る
生

活
扶

助
外

7
つ

の
扶

助
。
 

都
の

法
外

事
業

と
し

て
被

保
護

者
自

立
促

進
事

業
を

実
施

。 

2
3

国
民

健
康

保
険

会
計

繰
出

金
4
,5

1
9
,6

5
0
4
,8

9
1
,0

4
8

△
 7

.6
%

維
持

国
民

健
康

保
険

会
計

へ
の

繰
出

金
。 

　
国

民
健

康
保

険
事

業
に

係
る

職
員

の
給

与
費

 
　

国
民

健
康

保
険

事
業

の
運

営
に

係
る

事
務

費
 

　
国

民
健

康
保

険
医

療
給

付
に

要
す

る
費

用
 

2
4

後
期

高
齢

者
医

療
会

計
繰

出
金

4
,1

1
7
,8

7
4
3
,8

0
5
,7

2
0
8
.2

%
維

持

後
期

高
齢

者
医

療
会

計
へ

の
繰

出
金

。 
  
療

養
給

付
費

に
係

る
区

負
担

分
 

  
保

険
料

軽
減

措
置

に
係

る
区

負
担

分
 

  
高

齢
者

健
康

診
査

事
業

に
要

す
る

費
用

 
  
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

運
営

事
業

に
係

る
職

員
の

給
与

、
事

務
費

及
び

葬
祭

費
に

要
す

る
費

用
2
5

国
民

健
康

保
険

運
営

事
業

2
7
6
,8

8
4
1
9
5
,9

5
9
4
1
.3

%
維

持
国

民
健

康
保

険
事

業
の

運
営

に
係

る
事

務
。

2
6

国
民

健
康

保
険

運
営

協
議

会
運

営
事

業
5
9
1
5
9
1
0
.0

%
維

持
国

民
健

康
保

険
運

営
協

議
会

の
運

営
。 

被
保

険
者

代
表

 8
人

　
療

養
取

扱
機

関
代

表
 8

人
　

公
益

代
表

 8
人

 
被

用
者

保
険

等
保

険
者

代
表

 2
人

　
 計

2
6
人

2
7

被
保

険
者

啓
発

事
業

2
2
,4

9
8
2
1
,2

6
9
5
.8

%
維

持
国

民
健

康
保

険
事

業
の

P
R
。

2
8

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
負

担
金

4
,6

3
1
7
,1

5
3

△
 3

5
.3

%
維

持
東

京
都

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
に

対
す

る
負

担
金

。

2
9

徴
収

事
業

3
7
,9

2
4
4
1
,3

9
9

△
 8

.4
%

維
持

国
民

健
康

保
険

事
業

の
訪

問
徴

収
等

に
要

す
る

経
費

。 
徴

収
嘱

託
員

：9
人

3
0

一
般

被
保

険
者

療
養

給
付

費
3
1
,2

3
8
,4

6
0
3
0
,3

0
1
,6

5
4
3
.1

%
維

持

一
般

被
保

険
者

に
係

る
療

養
給

付
費

等
。 

給
付

率
：7

割
・8

割
 

年
間

平
均

被
保

険
者

数
：1

1
万

5
0
0人

 
一

件
あ

た
り

給
付

額
：1

万
5
,7

7
7
円

 
年

間
受

診
率

：1
,7

9
1
.8

5
5
％

 
年

間
件

数
：1

9
8万

件

3
1

退
職

被
保

険
者

等
療

養
給

付
費

7
2
2
,9

7
0
9
5
5
,2

5
4

△
 2

4
.3

%
維

持

退
職

被
保

険
者

等
に

係
る

療
養

給
付

費
等

。 
給

付
率

：7
割

・8
割

 
年

間
平

均
被

保
険

者
数

：1
,8

0
0
人

 
一

件
あ

た
り

給
付

額
：1

万
6
,0

6
6
円

 
年

間
受

診
率

：2
,5

0
0
.0

0
0
％

 
年

間
件

数
：4

万
5
,0

0
0件

国 保



　
※

 
は

主
要

ハ
ー

ド
、
 

は
主

要
ソ

フ
ト

事
業

を
表

す

事
　

業
　

概
　

要

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策

施 策 を 実 現

す る た め の

取 り 組 み ―

事
務

事
業

名
称

2
9

年
度

予
算

額
（

千
円

）

2
8

年
度

予
算

額
（

千
円

）

前
年

比
増

減
改

善
方

向

3
2

一
般

被
保

険
者

療
養

費
7
0
7
,6

4
5
7
4
1
,5

3
3

△
 4

.6
%

維
持

一
般

被
保

険
者

が
自

費
で

療
養

を
受

け
た

場
合

の
事

後
に

お
け

る
保

険
者

負
担

分
の

精
算

。 
一

件
あ

た
り

給
付

額
：9

,5
6
3
円

 
年

間
受

診
率

：6
6
.9

6
8
％

　
 

年
間

件
数

：7
万

4
,0

0
0件

3
3

退
職

被
保

険
者

等
療

養
費

1
7
,5

4
3
2
1
,3

5
1

△
 1

7
.8

%
維

持

退
職

被
保

険
者

等
が

自
費

で
療

養
を

受
け

た
場

合
の

事
後

に
お

け
る

保
険

者
負

担
分

の
精

算
。 

一
件

あ
た

り
給

付
額

：8
,3

5
4
円

 
年

間
受

診
率

：1
1
6
.6

6
7
％

 
年

間
件

数
：2

,1
0
0件

3
4

審
査

支
払

手
数

料
1
1
2
,3

0
5
1
1
5
,7

1
2

△
 2

.9
%

維
持

東
京

都
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

に
対

す
る

診
療

報
酬

等
の

審
査

支
払

事
務

及
び

共
同

電
算

処
理

委
託

。

3
5

一
般

被
保

険
者

高
額

療
養

費
4
,4

8
5
,8

5
6
4
,4

8
2
,0

4
4
0
.1

%
維

持

一
般

被
保

険
者

高
額

療
養

費
。
 

一
件

あ
た

り
給

付
額

：6
万

5
,0

1
2
円

 
年

間
受

診
率

：6
2
.4

4
3
％

 
年

間
件

数
：6

万
9
,0

0
0件

3
6

退
職

被
保

険
者

等
高

額
療

養
費

1
3
4
,7

9
1
1
4
7
,3

4
8

△
 8

.5
%

維
持

退
職

被
保

険
者

等
高

額
療

養
費

。 
一

件
あ

た
り

給
付

額
：1

0
万

3
,6

8
5円

 
年

間
受

診
率

：7
2
.2

2
2
％

 
年

間
件

数
：1

,3
0
0件

3
7

一
般

被
保

険
者

高
額

介
護

合
算

療
養

費
8
,0

0
0
1
0
,0

3
5

△
 2

0
.3

%
維

持
一

般
被

保
険

者
の

医
療

保
険

と
介

護
保

険
両

制
度

に
お

け
る

自
己

負
担

額
が

著
し

く
高

額
と

な
っ

た
場

合
に

、
一

定
の

上
限

額
を

超
え

る
部

分
に

つ
い

て
支

給
。

3
8

退
職

被
保

険
者

等
高

額
介

護
合

算
療

養
費

5
3
6
8
0
3

△
 3

3
.3

%
維

持
退

職
被

保
険

者
等

の
医

療
保

険
と

介
護

保
険

両
制

度
に

お
け

る
自

己
負

担
額

が
著

し
く
高

額
と

な
っ

た
場

合
に

、
一

定
の

上
限

額
を

超
え

る
部

分
に

つ
い

て
支

給
。

3
9

一
般

被
保

険
者

移
送

費
1
,0

2
6
1
,0

2
6
0
.0

%
維

持
一

般
被

保
険

者
の

医
療

機
関

へ
の

移
送

。
4
0

退
職

被
保

険
者

等
移

送
費

5
1
3
5
1
3
0
.0

%
維

持
退

職
被

保
険

者
等

の
医

療
機

関
へ

の
移

送
。

4
1

出
産

育
児

一
時

金
2
6
4
,6

0
0
2
8
9
,8

0
0

△
 8

.7
%

維
持

被
保

険
者

に
対

す
る

出
産

育
児

一
時

金
。 

一
件

あ
た

り
給

付
額

：4
2
万

円
 

年
間

給
付

件
数

：6
3
0件

4
2

支
払

手
数

料
1
3
3
1
4
5

△
 8

.3
%

維
持

出
産

育
児

一
時

金
の

直
接

支
払

制
度

に
係

る
支

払
手

数
料

。 
一

件
あ

た
り

手
数

料
：2

1
0
円

 
年

間
件

数
：6

3
0件

4
3

葬
祭

費
5
6
,0

0
0
5
6
,0

0
0
0
.0

%
維

持
被

保
険

者
の

死
亡

に
対

す
る

葬
祭

費
の

支
給

。 
一

件
あ

た
り

給
付

額
：7

万
円

 
年

間
給

付
件

数
：8

0
0件

4
4

結
核

・
精

神
医

療
給

付
金

4
1
,2

2
4
3
7
,6

8
2
9
.4

%
維

持
被

保
険

者
の

結
核

・
精

神
医

療
に

係
る

給
付

金
。

4
5

後
期

高
齢

者
支

援
金

6
,2

0
7
,9

6
6
6
,3

7
0
,3

0
7

△
 2

.5
%

維
持

後
期

高
齢

者
の

医
療

費
に

充
て

る
た

め
の

支
援

金
。

4
6

後
期

高
齢

者
関

係
事

務
費

拠
出

金
4
4
5
4
5
8

△
 2

.8
%

維
持

後
期

高
齢

者
の

医
療

費
に

係
る

事
務

費
に

充
て

る
た

め
の

拠
出

金
。

4
7

前
期

高
齢

者
納

付
金

2
8
,3

9
3
4
,7

8
6
4
9
3
.3

%
維

持
前

期
高

齢
者

に
係

る
保

険
者

間
の

費
用

負
担

を
調

整
す

る
制

度
へ

の
納

付
金

。
4
8

前
期

高
齢

者
関

係
事

務
費

拠
出

金
4
3
0
4
4
4

△
 3

.2
%

維
持

前
期

高
齢

者
に

係
る

保
険

者
間

の
費

用
負

担
を

調
整

す
る

制
度

に
係

る
事

務
費

に
充

て
る

た
め

の
拠

出
金

。
4
9

老
人

保
健

事
務

費
拠

出
金

1
7
7
2
2
5

△
 2

1
.3

%
維

持
7
5
歳

以
上

の
高

齢
者

、
6
5
歳

以
上

7
5
歳

未
満

の
寝

た
き

り
高

齢
者

の
医

療
費

に
係

る
事

務
費

に
充

て
る

た
め

の
拠

出
金

。
5
0

介
護

給
付

費
納

付
金

2
,4

3
1
,6

1
1
2
,5

1
9
,3

2
4

△
 3

.5
%

維
持

介
護

保
険

事
業

に
要

す
る

費
用

に
充

て
る

た
め

の
納

付
金

。
5
1

高
額

医
療

費
共

同
事

業
拠

出
金

1
,8

1
1
,4

0
7
1
,4

1
2
,1

9
2
2
8
.3

%
維

持
高

額
医

療
費

（
一

件
あ

た
り
8
0
万

円
超

）
共

同
事

業
に

要
す

る
医

療
費

拠
出

金
。

5
2

保
険

財
政

共
同

安
定

化
事

業
拠

出
金

1
3
,1

5
2
,8

6
1
1
3
,1

4
8
,9

1
0
0
.0

%
維

持
保

険
財

政
共

同
安

定
化

事
業

（
一

件
あ

た
り
1
円

以
上

8
0
万

円
ま

で
の

医
療

費
）
に

要
す

る
医

療
費

拠
出

金
。

5
3

高
額

医
療

費
共

同
事

業
事

務
費

拠
出

金
6
8
6
7
1
1

△
 3

.5
%

維
持

高
額

医
療

費
（
一

件
あ

た
り
8
0
万

円
超

）
共

同
事

業
に

要
す

る
事

務
費

拠
出

金
。

5
4

保
険

財
政

共
同

安
定

化
事

業
事

務
費

拠
出

金
6
4
3
6
6
8

△
 3

.7
%

維
持

保
険

財
政

共
同

安
定

化
事

業
（
一

件
あ

た
り
1
円

以
上

8
0
万

円
ま

で
の

医
療

費
）
に

要
す

る
事

務
費

拠
出

金
。

5
5

退
職

者
医

療
共

同
事

業
拠

出
金

1
8
1
8
0
.0

%
維

持
年

金
受

給
者

一
覧

表
作

成
等

の
退

職
者

医
療

共
同

事
業

に
要

す
る

事
務

費
拠

出
金

。

( 国 民 健 康 保 険( 国 民 健 康 保 険 会 計 分 )



　
※

 
は

主
要

ハ
ー

ド
、
 

は
主

要
ソ

フ
ト

事
業

を
表

す

事
　

業
　

概
　

要

施 策 の 大 綱

基 本 施 策

施 策

施 策 を 実 現

す る た め の

取 り 組 み ―

事
務

事
業

名
称

2
9

年
度

予
算

額
（

千
円

）

2
8

年
度

予
算

額
（

千
円

）

前
年

比
増

減
改

善
方

向

5
6

健
診

・
保

健
指

導
事

業
4
5
8
,7

1
8
3
8
0
,0

6
3
2
0
.7

%
維

持
生

活
習

慣
病

対
策

に
着

目
し

た
特

定
健

康
診

査
及

び
特

定
保

健
指

導
。

5
7

保
養

施
設

開
設

事
業

3
,9

5
3
4
,1

7
0

△
 5

.2
%

維
持

被
保

険
者

の
健

康
管

理
・
増

進
の

一
環

と
し

て
夏

季
施

設
（
海

の
家

）
の

開
設

、
山

の
家

の
利

用
助

成
。

5
8

医
療

費
通

知
事

業
2
3
,7

5
1
3
4
,1

8
3

△
 3

0
.5

%
維

持
被

保
険

者
に

健
康

に
対

す
る

認
識

を
深

め
て

も
ら

い
、

さ
ら

に
医

療
費

の
適

正
化

を
推

進
し

、
国

保
事

業
の

健
全

な
運

営
の

一
助

と
す

る
た

め
、

医
療

費
の

額
及

び
ジ

ェ
ネ

リ
ッ

ク
（
後

発
）
医

薬
品

利
用

勧
奨

を
通

知
。

5
9

訪
問

保
健

指
導

事
業

5
,7

0
3
4
,6

4
4
2
2
.8

%
維

持
レ

セ
プ

ト
デ

ー
タ

を
も

と
に

抽
出

し
た

重
複

・
頻

回
受

診
者

に
対

す
る

保
健

師
・
看

護
師

に
よ

る
訪

問
指

導
。

ま
た

、
糖

尿
病

性
腎

症
の

患
者

で
あ

っ
て

、
生

活
習

慣
の

改
善

に
よ

り
重

症
化

の
予

防
が

期
待

さ
れ

る
者

に
対

す
る

医
療

機
関

と
連

携
し

た
保

健
指

導
。

6
0

一
般

被
保

険
者

保
険

料
還

付
金

7
1
,0

8
7
7
2
,3

4
3

△
 1

.7
%

維
持

過
誤

に
よ

り
徴

収
し

た
一

般
被

保
険

者
国

民
健

康
保

険
料

の
還

付
金

。
6
1

退
職

被
保

険
者

等
保

険
料

還
付

金
1
,2

0
0
1
,2

0
0
0
.0

%
維

持
過

誤
に

よ
り

徴
収

し
た

退
職

被
保

険
者

等
国

民
健

康
保

険
料

の
還

付
金

。
6
2

返
納

金
及

び
還

付
金

3
,0

0
0
3
,0

0
0
0
.0

%
維

持
国

庫
支

出
金

等
に

係
る

前
年

度
超

過
交

付
額

の
返

納
金

。
6
3

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
運

営
事

業
2
3
,1

9
7
3
6
,7

4
0

△
 3

6
.9

%
維

持
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

の
運

営
に

係
る

事
務

。
6
4

徴
収

事
業

2
8
,9

7
1
2
8
,1

1
7
3
.0

%
維

持
保

険
料

に
係

る
納

入
通

知
書

の
発

送
や

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

収
納

管
理

及
び

未
納

者
に

対
す

る
滞

納
整

理
に

係
る

事

6
5

葬
祭

費
1
9
0
,4

0
0
1
8
5
,5

0
0
2
.6

%
維

持
被

保
険

者
の

死
亡

に
対

す
る

葬
祭

費
の

支
給

。 
一

件
あ

た
り

給
付

費
：7

万
円

 
年

間
給

付
件

数
：2

,7
2
0件

6
6

療
養

給
付

費
負

担
金

3
,3

4
9
,1

6
0
3
,0

8
8
,8

9
0
8
.4

%
維

持
療

養
給

付
等

に
要

す
る

経
費

の
区

負
担

金
。

6
7

保
険

料
等

負
担

金
3
,9

1
1
,4

2
2
3
,5

9
5
,4

5
3
8
.8

%
維

持
保

険
料

の
徴

収
金

等
を

広
域

連
合

に
対

し
納

付
。

6
8

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
基

盤
安

定
負

担
金

7
5
8
,9

9
2
7
2
5
,2

5
6
4
.7

%
維

持
高

齢
者

の
医

療
の

確
保

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
き

、
低

所
得

者
等

へ
行

う
保

険
料

均
等

割
額

の
軽

減
賦

課
減

額
分

の
負

担
金

。
 

6
9

審
査

支
払

手
数

料
負

担
金

1
0
6
,8

3
1
9
8
,5

1
6
8
.4

%
維

持
広

域
連

合
が

保
険

料
の

軽
減

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

特
別

対
策

経
費

の
区

負
担

金
。 

診
療

報
酬

等
の

審
査

及
び

支
払

に
要

す
る

経
費

。

7
0

財
政

安
定

化
基

金
拠

出
金

負
担

金
1
1
0
.0

%
維

持
広

域
連

合
が

保
険

料
の

軽
減

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

特
別

対
策

経
費

の
区

負
担

金
。 

広
域

連
合

の
財

政
の

安
定

化
に

資
す

る
た

め
、

東
京

都
が

設
置

す
る

財
政

安
定

化
基

金
へ

の
積

立
に

要
す

る
経

費
。

7
1

保
険

料
未

収
金

補
て

ん
分

負
担

金
1
4
,0

7
1
1
5
,9

7
8

△
 1

1
.9

%
維

持
広

域
連

合
が

保
険

料
の

軽
減

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

特
別

対
策

経
費

の
区

負
担

金
。 

現
年

分
保

険
料

賦
課

額
と

保
険

料
収

納
額

（
現

年
分

及
び

滞
納

繰
越

分
の

合
計

）
と

の
差

額
の

補
て

ん
に

要
す

る
経

費
。

7
2

保
険

料
所

得
割

減
額

分
負

担
金

6
,4

6
7
6
,3

8
1
1
.3

%
維

持
広

域
連

合
が

保
険

料
の

軽
減

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

特
別

対
策

経
費

の
区

負
担

金
。 

後
期

高
齢

者
医

療
に

関
す

る
条

例
に

基
づ

き
、

低
所

得
者

へ
行

う
保

険
料

所
得

割
額

の
軽

減
賦

課
減

額
分

に
要

す
る

経

7
3

葬
祭

費
負

担
金

1
3
8
,0

0
0
1
3
4
,5

0
0
2
.6

%
維

持
広

域
連

合
が

保
険

料
の

軽
減

を
図

る
た

め
に

実
施

す
る

特
別

対
策

経
費

の
区

負
担

金
。 

被
保

険
者

が
死

亡
し

た
際

の
葬

祭
費

の
支

給
に

要
す

る
経

費
。

7
4

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
事

務
費

分
賦

金
1
5
1
,1

5
6
1
4
4
,4

1
5
4
.7

%
維

持
広

域
連

合
の

運
営

に
係

る
事

務
費

に
要

す
る

経
費

の
区

負
担

金
。

7
5

高
齢

者
健

康
診

査
事

業
2
8
7
,6

9
7
2
3
2
,6

6
5
2
3
.7

%
維

持
被

保
険

者
の

健
康

の
保

持
増

進
の

た
め

の
健

康
診

査
。

7
6

保
養

施
設

助
成

事
業

1
5
1
1
5
1
0
.0

%
維

持
被

保
険

者
の

健
康

の
保

持
増

進
の

た
め

の
保

養
施

設
利

用
助

成
。

7
7

保
険

料
還

付
金

8
,5

0
0
1
0
,0

0
0

△
 1

5
.0

%
維

持
過

誤
に

よ
り

徴
収

し
た

保
険

料
の

還
付

金
。

7
8

還
付

加
算

金
1
4
8
4
5
6

△
 6

7
.5

%
維

持
過

誤
に

よ
り

徴
収

し
た

保
険

料
の

還
付

加
算

金
。

7
9

広
域

連
合

交
付

金
返

納
金

3
,0

0
0
3
,0

0
0
0
.0

%
維

持
広

域
連

合
交

付
金

に
係

る
前

年
度

超
過

交
付

額
の

返
納

金
。

険 会 計 分 ) （ 後 期 高 齢 者 医 療 会 計 分 ）



１　施策が目指す江東区の姿

２　施策を実現するための取り組み

３－１　施策に影響を及ぼす環境変化（法改正・規制緩和・社会状況等）・区民要望・ニーズの変化

３－２　国・都などの方針・基準等に基づき実施するため区の権限が限定的な事業

５年前から現在まで 今後５年間の予測（このままだとどうなるか）

・江東区権利擁護センター「あんしん江東」では、成年後
見制度推進機関として同制度の利用を促進するための普及
啓発及び相談業務、判断能力の低下によって自らの財産管
理や日常生活を営むことが困難になった認知症高齢者・知
的障害者等の日常生活自立支援事業を実施している。ま
た、法人後見、法人後見監督人の受任をしている。平成24
年4月の老人福祉法の改正により、市民後見人の養成、活用
推進が市区町村の努力義務となった。
・平成28年5月には成年後見制度の利用の促進に関する法
律が施行され、市区町村は成年後見制度の利用促進のた
め、自主的かつ主体的に、地域の特性に応じた施策を策定
し、実施する責務を有することとなり、そのための基本的
な計画を作成することが努力義務となった。
・日常生活自立支援事業及び福祉サービスの総合相談の需
要が増加している。また弁護士・司法書士による専門相談
を実施しているが、区民ニーズは複雑化、多様化してお
り、福祉サービスの利用、権利擁護、成年後見制度、遺
言、相続のほか、虐待に関連する相談も増加している。さ
らに身寄りのない高齢者の緊急入院による後見相談、セル
フネグレクトによるゴミ問題の相談も寄せられている。
・雇用情勢は依然として厳しいが、ハローワークを通じた
障害者の就職件数は伸びている。平成27年度には全国ベー
スで6.6％増となり、7年連続で過去最高を更新している。
・居宅生活を送っている生活保護受給者のうち、精神障害
を持つ者、配偶者暴力、薬物依存等の問題をかかえる者へ
の支援として生活自立支援事業を実施している。
・高齢者の金銭管理について、当事者のみならず、サービ
ス事業者や各種関係機関からも、適切な支援を求める声が
強まってきている。

・高齢者人口や認知症高齢者の増加に伴い、判断能力の
不十分な高齢者等が増加するため、高齢者等の権利を擁
護し、福祉サービスの利用をサポートする支援体制の充
実が必要になってくる。また、権利擁護センターを基軸
とした関連機関との連携、総合的、一体的な支援を実施
するための同センターの機能強化とともに、後見人の質
や人材の確保を図るため、地域の特性を活かした後見人
の支援、市民後見人候補者の育成が求められる。
・家族関係が疎遠となり、身寄りがいても関わりを拒否
するケースが増加し、行政以外の支援者がいない高齢者
等が増えることにより、区の行政負担が増大する。
・今後精神障害者が法定雇用率の算定基礎の算定対象と
なることで法定雇用率が引き上げられる予定であり、よ
り多くの障害者就労ニーズに対応できる組織運営が求め
られる。
・福祉事務所では様々な問題をかかえる被保護世帯に対
して、生活自立支援員などの専門知識と経験を持つ職員
が対応することで、問題解決と周囲の生活環境の安定化
を継続して図っていく必要がある。
・生活保護受給者や生活困窮者に対して、早期に就労支
援等に結びつけ、自立に向けたきめ細かな支援が求めら
れている。

臨時福祉給付金事業は、国の方針に基づき実施するため、区の権限が限定的である。

高齢者や障害者をはじめとした区民が安心して生活できる仕組みを通じて自立した生活と社会参加
が進んでいます。

①権利擁護の推進
権利擁護センターを拠点として、福祉サービスの利用援助や金銭管理援助を行
うとともに、成年後見制度に関する相談や利用を支援します。

②障害者の社会参加の推進
手話通訳者の派遣や移動の支援、生活訓練など各種自立支援策の推進を行うと
ともに、ハローワークや企業との連携を強化し、就労機会の確保に努めます。

③健康で文化的な生活の保障
相談支援体制の充実を進めるとともに、経済的な援助等を必要とする区民の自
立を支援します。

施策 27 自立と社会参加の促進

主管部長（課） 福祉部長（地域ケア推進課）

関係部長（課）

総務部長（総務課）、区民部長（区民課）、
福祉部長（福祉課、長寿応援課）、福祉推
進担当部長（障害者支援課、塩浜福祉
園）、生活支援部（医療保険課、保護第一
課、保護第二課）、健康部長（保健予防課）

現状値 目標値 指標
２６年度 ３１年度 担当課

105 ％ 28.1 28.8 30.7 35
地域ケ
ア推進
課

106 人 304
（25年度）

390 470 460
障害者
支援課

107 ％ 58
（25年度）

55 61 60
障害者
支援課

108 ％ 36.1
（25年度）

52.3 40.8 38
保護第
一課

５　施策コストの状況

６　一次評価≪主管部長による評価≫

　(1)　施策実現に関する指標の進展状況

　(2)　施策における現状と課題

　(3)　今後５年間の施策の取り組みの方向性

【指標105】目標値の35％には届かなかったが、平成27年度の28.8％から1.9ポイント上昇している。今後も目標達成
のため、他の事業周知の機会を捉えて実施する等、事業周知の機会をさらに増やす。
【指標106】平成25年4月1日の障害者法定雇用率引き上げで、民間企業が障害者雇用に積極的に取り組んでおり、当
センターを通じて就職した障害者数についても、目標値を達成し、順調に推移している。
【指標107】就職した障害者については、定期的な企業訪問等定着支援を実施した結果、前年度より上昇し目標値の
60%に達した。今後とも就労移行支援事業所や特別支援学校等関係機関との連携を強化する等の取り組みにより、目標
値達成の維持に努める。
【指標108】生活保護受給者等の就職決定率は、前年度と比較して低下した。これは就労準備支援事業における就職決
定率の低下が主な要因である。同事業は、就職が著しく困難な生活困窮者等に対し、期間限定で就労に必要な知識及び
能力の向上を図るための訓練を行うものであり、一部の意欲的な方を除き、短期的には就職決定に結びつきにくい。一
方、就労支援事業における就職決定率は、前年度と同程度に推移している。また、庁舎内に就職サポートコーナーを設
置し、早期就職の利便性を図るとともに、江東就職サポート事業運営協議会を開催し、ハローワークとの連携強化に努
めている。

◆高齢化が進展する中、身寄りがなく認知症等により判断能力の十分でない高齢者が急増している。また、福祉サービ
スの総合相談件数が軒並み上昇し、日常生活自立支援事業の需要が増加している。高齢者等が地域で安心して暮らせる
ための相談支援体制が求められる。◆障害者の自立と社会参加を推進するため、在宅支援サービスを中心とした事業展
開と就労支援を進めてきた。合わせて、障害者の特性に応じた障害者福祉サービスの提供や就労相談等の支援体制の充
実も課題である。◆生活保護受給者等に対する就労支援員による支援や就労準備支援事業、就職サポートコーナーの開
設などにより、多角的な観点からの就労支援態勢は整ってきている。

◆判断能力が十分でない高齢者等が、住みなれた地域で安心して暮らせるよう支援するとともに、高齢者虐待の早期発
見や関係者支援のための相談体制の強化などに取り組み、高齢者等の権利擁護を推進する。また市民後見人をはじめ成
年後見制度の活用を含めた権利擁護の推進や、専門相談及び福祉サービス利用に関する総合的な支援体制の充実を図
る。◆障害者計画・障害福祉計画に基づき施策を推進するとともに、障害者総合支援法に基づくサービス提供体制の充
実を図る。◆優先調達推進法の施行に伴い、行政各部署における福祉施設等への業務発注機会の拡大に取り組み、利用
者工賃のアップを図る。◆生活保護の必要な人には、確実に生活保護を実施するとともに、受給者の状況に応じた就労
施策による自立を促進するなど、社会復帰への取り組みを進める。◆平成27年度より生活保護に至る前の生活困窮者
に対する自立支援を開始したが、今後も関係各課及び関係機関とのネットワーク会議を定期的に開催し、連携を図るこ
とにより、生活困窮世帯の自立に向けた支援事業を効果的に実施する。

人件費 2,330,503千円 2,101,367千円 2,331,965千円
※本施策の施策コストは、一般会計、国民健康保険会計及び後期高齢者医療会計の合計である。

トータルコスト 111,189,925千円 104,941,571千円 112,949,855千円 0千円

事業費 108,859,422千円 102,840,204千円 110,617,890千円

生活保護受給者等の就職決定率

※指標のうち、網掛けは長期計画（後期）から新たに追加、もしくは内容を変更したもの
【参考】26年度の指標値　指標106：343、指標107：57、指標108：44.7

２８年度予算 ２８年度決算(速報値) ２９年度予算 ３０年度予算

３０年度 ３１年度

権利擁護センター、成年後見制度を
知っている区民の割合

区の就労・生活支援センター等を通じ
て就職した障害者数（累計）

区の就労・生活支援センター等を通じ
て就職した障害者の定着率

４　施策実現に関する指標 単位 ２７年度 ２８年度 ２９年度



≪参考≫　平成27年度　行政評価（二次評価）結果

平成28年度　行政評価（二次評価）結果

・権利擁護の推進について、高齢者や障害者のニーズを的確に把握した上で、関係機関等と連携しつつ、総合的
な支援体制の一層の充実を図る。また、制度利用を促進するため、必要とする区民への効果的な周知を図る。
【福祉部】

・障害者の社会参加促進及び就労機会の確保について、関係機関等との連携を図り、積極的に推進する。【福祉
部】

・国の制度改正の動向を踏まえ、自立支援に向けて必要な体制整備を図るとともに、引き続き効率的な事業執行
に努める。【生活支援部】

・権利擁護の推進に関しては、高齢者や障害者のニーズを的確に把握した上で、関係機関等と連携しつつ、総合
的な支援体制の一層の充実を図る。また、制度利用を促進するため、必要とする区民への効果的な周知を図る。
【福祉部】

・障害者の社会参加促進及び就労機会確保のための取り組みを積極的に推進する。【福祉部】

・国の制度改正の動向を踏まえ、自立支援に向けて必要な体制整備を図るとともに、引き続き効率的な事業執行
に努める。【生活支援部】

施策 27 自立と社会参加の促進

主管部長（課） 福祉部長（地域ケア推進課）

関係部長（課）

総務部長（総務課）、区民部長（区民課）、
福祉部長（福祉課、長寿応援課）、福祉推
進担当部長（障害者支援課、塩浜福祉
園）、生活支援部（医療保険課、保護第一
課、保護第二課）、健康部長（保健予防
課）

これまでの取り組み状況

①

②

③

④

⑤ 自立支援に向けた効率・効果的な事務執行

取
り
組
み

就職が著しく困難な生活困窮者等を対象に、期間限定で就労に必要な知識及び能力を図るための訓練を
行う就労準備支援事業を平成27年度より実施している。前年度は同事業の内容を見直し、より就労意欲
の乏しい方に対し、意欲を喚起することに重点を移した。これに伴い、就労支援と就労準備支援とを併用
し、柔軟な就労支援策の取組みを図った。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

就労促進事業

自立支援に向けた体制の整備

取
り
組
み

区と東京労働局が連携して区役所内に設置しているハローワーク常設窓口の開設時間を平日９時から８
時３０分に拡大し、相談者の利便性の向上を図った。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

生活保護事務

障害者の社会参加の促進

取
り
組
み

福祉施設からの業務発注機会の拡大による利用者工賃アップを図るためには、庁内だけではなく外部か
らの発注機会の増加が不可欠である。外部への情報提供の手段として、区内各福祉施設で請け負う業務
を一覧表で作成し、区のホームページで公開している。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

障害者の就労機会の確保

取
り
組
み

障害者就労・生活支援センターのみの活動ではなく、ハローワーク、特別支援学校、就労系障害福祉サー
ビス事業所、特例子会社、職業能力開発校等多くの関係機関と連携する機会を数多く設け、障害者の就
労ニーズにマッチし、長く定着できるような就労機会の提供に努めている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】

権利擁護の推進に関する総合的な支援体制の充実、制度利用促進のための周知

取
り
組
み

・（総合的な支援体制の充実）
権利擁護センターにおいて成年後見制度の相談支援を含む福祉サービス総合相談を実施し、　福祉に関
する総合的な相談に応じると共に、判断能力の不十分な認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者の
福祉サービスの利用や日常的な金銭管理、書類等預かりの支援を通じて、利用者が安心して自立した生
活が送れるよう総合的な支援体制の充実を図った。
・（制度利用促進のための周知）
権利擁護センターにおいて成年後見制度講習会を実施し、制度の基礎知識等について周知を図った。ま
た、事業説明会として、町会・自治会、民生・児童委員協議会、家族等からの要望により出向き、その中で
成年後見制度の説明を行っている。

【新たな取り組みを行った事業】 【見直した事業】


